
 

 

 

東北公共交通アクションプラン 

の取組状況 

～フォローアップ結果～ 

資料３ 
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 構  成 

１ 合併自治体における交通体系の構築 
  

２ 複数市町村にまたがる生活圏に対応した交通体系の構築 
  

３ まちづくりと連携した交通体系の構築 
  

４ 交通モード間・事業者間の連携・協働 
  

５ 住民との協働による公共交通の活性化・再生 
  

６ 高速交通インフラを活用した交通体系の構築 
  

７ 東北地方の特性に対応した交通体系の構築 
  

８ 災害に強い安全で安心な交通体系の構築 

 具体的取組 
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 合併自治体における交通体系の構築 １ 

•「平成の大合併」により、東北地方の市町村数は、平成２１年４月現在で２３０と

平成１１年４月現在と比較すると半減。 

•合併により生まれた新たな市町村において、資源の効率的・効果的な活用を図

るために病院、学校等の公共施設の統廃合を行う場合、住民の利便性の急激

な低下を避ける必要がある。 

•合併後も、住民の移動実態と必ずしも適合しない旧市町村単位での交通体系が

残る場合がある。 
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①合併市町村全体での住民の移動実態を十分に踏まえた路線配置 

②公共施設配置と住民のアクセス利便性の一体的な検討 

施策 

東北地方の課題 



①合併市町村全体での住民の移動実態を十分に踏まえた路線配置 

１．合併自治体における交通体系の構築 

公共交通の現状 

 
 ■ 運行日・時間 ・・・ 年中無休（土日・祝日も運行）午前7：00～午後6：00 
 ■ 利用対象者  ・・・ 制限なし（観光客など市民以外も利用可能） 
 ■ 運行範囲   ・・・ 市内全域（ただし市中心部のバスゾーンを除く） 
 ■ 利用方法   ・・・ 利用する1時間以上前までにタクシー社へ電話予約 
 ■ 運行車両   ・・・ タクシー事業者10社 各2台 計20台 
 ■ 運  賃   ・・・ 1人乗車は距離制、複数乗車はエリアによる運賃設定 
 

横手市デマンドタクシー 

■ 運行日・時間  

    ・・・ 年中無休 （土日・祝日も運行） 

       午前8：00～午後6：30 

         （1時間間隔 1日10便） 

 ■ 利用対象者 ・・・・制限なし 

        （観光客など市民以外も利用可能） 

 ■ 運行区域  ・・・・ 市街地中心部を循環する 

            公共施設・病院・商業施設など、市民       

            ニーズに合わせてバス停を設置    
 ■ 運行車両  ・・・・ 生活路線バス事業者1社 計2台 

 ■ 運  賃  ・・・・ 大人200円 小学生100円 

横手市循環バス 

  

平成17年10月に横手市、増田町、平鹿町、雄物川町、大森町、十文字町、山内村、大雄村が合併し、市域が広大
になっている。この広大な市域の地域の足の確保ため、横手デマンド交通の運行を開始し、身近な公共交通機関
として定着し、利用者も増加。また、横手駅やバスターミナル、総合病院、スーパー等の施設を循環する「循環バ
ス」の運行を開始。平成25･26年度の地域協働推進事業(国交省補助)を活用し、利用促進を積極的に実施。 

 

横手市地域公共交通活性化協議会の取組み ～秋田県横手市～ 

3 



 

 

鶴岡市地域公共交通活性化協議会の取組み ～山形県鶴岡市～ 

１ 合併自治体における交通体系の構築 

公共施設や商業施設が集積している中心市街地と周辺地域及び観光地を結ぶ移動手段の確保、過疎地域
内生活路線の維持など、広域で多様な地域特性を有する本市において、だれもが安心・安全に暮らせる
地域づくりに資するため、効率的で持続可能な地域公共交通ネットワークの再構築を予定。 

②公共施設配置と住民のアクセス利便性の一体的な検討 

 

        ◇ 基本となるバス路線を中心に効率化 

    ◇ 主たるバス路線は市の責務として維持 

    ◇ その他路線の維持は地域主体を基本 

                  

    ① 既存の公共交通体系の見直し 

     ② 公共交通を分かりやすくする 

     ③ まちづくりとバスの連携 

     ④ 公共交通に対する市民意識の醸成 

     ⑤ 「マイバス意識」による地域主体の交通確保 

     ⑥ 公共交通のあり方を議論する場の開催  

地域公共交通総合連携計画 H26-30 

 

《計画の目的》 

 地域、交通事業者、行政等が一体となって、地域公
共交通の利便性の向上と利用促進を図る。 

地域協働推進事業計画 H26-30 

施策推
進体制 

鶴岡市地域公共交通活性化協議会 

（市民代表、交通事業者、産業団体、行政など） 

地域主体の運行協議会 

(市バス利用拡大協議会・デマンド運営協議会） 

地域公共交通利用促進会議（旧町村） 
※さらに地区、集落単位の体制構築 

基
本
理
念 

６
つ
の
目
標 

 スクールバス混乗・間合い利用など再編を検討 

•幹線・枝線の
維持・確保・再
編の検討 

地域主体のデマ
ンド運行を支援 

 

■中心市街地と周辺地域、
__地域内移動手段の再編・
__確保、路線の効率化 

■公共施設、観光商業施設
__等への乗入れなどによる
__まちづくりとの連携 

■乗り継ぎの利便性向上 

■高齢者等交通弱者対策 

■地域主体の運行支援 

■行政、交通事業者、地域
__が一体となった公共交通
__利用促進体制の構築 

■財政負担の軽減など 

課題 

地域ぐるみ
で公共交通
利用拡大 

地域主体の
実証運行 分かりやすく、 

利用しやすい 

情報発信 

公共交通の再構築と 

活性化に向けた 

取組み 

まちづくり
との連携
を検討 

市バスの温泉施
設乗入れ実現→

利用者増加！ 
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 複数市町村にまたがる生活圏に 

対応した交通体系の構築 
２ 

• 東北地方において人口３万人未満の市町村は、平成２１年４月現在で１５４

残っており、これらの多くは行財政基盤に課題を抱えている。 

• 人口減少が見込まれる中にあって、可能な限り財政コストを抑えながら住民

の利便を維持していくためには、各市町村が単独でフルセットの都市機能を担

うことには限界があり、生活圏を形成する複数の市町村が連携して都市機能

の確保に取り組んでいくことが重要。 
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①複数市町村が連携し、生活圏域全体の交通体系の一体的見直し 

②既存バス路線・鉄道の活用と新たに導入する交通手段との役割分担 

施策 

東北地方の課題 



４．整備・検討の概要 
 

 

山形定住自立圏公共交通ネットワーク計画策定に向けた取組み 

～山形市ほか東村山郡２町～ 

①複数市町村が連携し、生活圏域全域の交通体系の一体的見直し 

２ 複数市町村にまたがる生活圏に対応した交通体系の構築 

山形市と定住自立圏形成協定を締結した周辺市町のうち、医療施設や商業施設等への移動需要が大きい、
山辺町、中山町の２町と山形市が連携し、利便性の高い新たな公共交通ネットワークの構築、計画策定
に向けた調査・検討を実施。 

２．山形定住自立圏公共交通ネットワーク協議会 

  山形定住自立圏形成協定（平成23年7月5日締結）に基づく共  
 生ビジョン事業として公共交通広域ネットワーク構築に取組む。 
 
 

             

  

１．概 要  

 山辺町、中山町では高齢化率も高い中、町内に総合病院や大
型商業施設がなく、周辺の山形市、天童市、寒河江市等まで行
く必要があり、バス交通の利便性向上が課題となっている。 
 そこで、山辺町と山形市、中山町と山形市をそれぞれ結ぶ新
規バス路線について、既存の輸送サービスとの連携も含め、整
備・検討を進めている。 

山形市 中山町 

山辺町 

３．構成各市町の状況 
  
 
人  口：253,228人（平成27年2月1日現在） 
面  積：381.58平方キロメートル 
高齢化率：26.5％(平成26年10月1日現在） 

 
 
人  口：14,601人（平成27年2月1日現在） 
面  積：61.36平方キロメートル 
高齢化率：30.2％（平成26年10月1日現在） 

 
 
人  口：11,509人（平成27年2月1日現在） 
面  積：31.23平方キロメートル 
高齢化率：30.6％（平成26年10月1日現在） 

山 形 市 

山 辺 町 

中 山 町 

 

大郷・明治 

地区 

②民間輸送サービスとの共同運行 

※破線は現在検討中の運行系統 

市街地 
・市役所 
・山形駅 

①既存デマンドの延伸 

郊外部 
・ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰ 
・病院 
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協議会の構成 
１市２町及び区域内の交通事業者や道路管理者、利用者代表 
 等で構成。 

↑

ス
マ
イ
ル
グ
リ
ー
ン
号 

 
 
 
 
 
 
 

（
一
万
人
達
成
記
念) 

←

大
郷
明
治
交
通
サ
ー
ビ
ス
運
営
協
議
会 



 

 

仙台市営地下鉄東西線の開業に伴うバス路線の再編 

②既存バス路線・鉄道の活用と新たに導入する交通手段との役割分担 

２ 複数市町村にまたがる生活圏に対応した交通体系の構築 

○東西線沿線の各方面から中心市街地へ向かうバス路線は、東西線への乗り継ぎを基本に設定。 

○バスと地下鉄とを効率よく乗り継げるように、駅前広場を整備する３駅（八木山動物公園駅・薬師堂駅・荒井駅）への 

   接続を中心にバス路線を設定し、また、東西線への乗り継ぎの利用促進を図るため、対象エリア内においてバスを 

   利用する場合、１００円均一運賃を適用。 

○東西線と路線バスとの競合を避け、公共交通網の効率化を図る。 

路線設定の基本方針 

 
【100円区間主な停留所】 

•賀茂皇神社前、若林体育館、卸町東三丁目、
四谷、七郷中学校前、卸町東三丁目 

若林体育館前 

四谷 
霞の目営業所前 

連坊一丁目 

八木山神社前 

【100円区間主な停留所】 

•卸町会館前、萩野町一丁目、古城三丁目、三
百人町、東北電力南営業所前、連坊一丁目 

【100円区間主な停留所】 

•八木山神社前、緑ヶ丘三丁目、西の平一
丁目、仙台西高校前、工学部西 

 

 

 

 

工学部西 

 

 

 

一本松 

卸町会館前 

中屋敷 

札屋敷 

緑が丘三丁目 
•乗継拠点駅 

•東西線駅周辺バス１００円均一運賃 
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まちづくりと連携した交通体系の構築 ３ 

• 東北地方は、市街地の拡大と人口拡散・低密度化が、他の地域と比べても際

立って見られる地域であり、都市機能の郊外拡散も進んでいる。 

• 都市機能の拡散は、人口減少が進む中、住民一人当たりの行政コストの増加

をもたらすとともに、日常生活のマイカー依存を高め、大きな環境負荷となる。

また、マイカーを利用できない高齢者等にとっては、生活に必要な物資の購入

等をはじめ日常生活を困難にする。 
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①機能集約型まちづくりを実現するため、土地利用と一体となった効果的な公共
交通の整備 

②幹線と支線の区別を明確にした路線配置、利便性の高いダイヤ設定 ・乗継ぎ
円滑化 

③パーク・アンド・ライドの実施等、マイカーとの役割分担の明確化 

施策 

東北地方の課題 



①機能集約型まちづくりを実現するため、土地利用と一体となった効果的な公共交通の整備 

３．まちづくりと連携した交通体系の構築 

 

 

町営バス・スクールバス等の重複部分の効率化、過疎地有償運送の導入による交通空白地域の解消等、幹
線・支線機能を強化する。また、町中心部には情報発信機能等を高めた中心拠点を整備、各地区には各種生
活機能を集約した「小さな拠点」を設定し、乗り継ぎ拠点として整備。 

 

(a)町営バス・デマンド交通・スクールバスの重複部分の効率化 

(b)過疎地有償運送の導入による交通空白地域の解消 

(c)町中心部の乗り継ぎ拠点の整備、小さな拠点に併設されるバス待合所等の整備 

小さな拠点と町中心部を結
ぶ公共交通の整備を図る 

平成26年度地域公共交通調
査事業の結果を踏まえ、重複
部分の効率化等を図る 

自治体境
界線 

小さな拠点 

町営バス・スクールバス
の重複部分 

交通空白地
帯 町営バス・デマンド

交通の重複部分 

地域公共交通の再編検討内容 

 
※集落地域における「小さな拠点」
づくりモニター調査（国土政策局）
の対象地域 に選定 
 ・平成25年度；小玉川地区 
 ・平成26年度；北部地区 

《課題》 
◇ 中山間地で広大な面積（山形
県で第２ 位）を有し、生活圏域が
広いため、運行 距離の長い地域
公共交通の確保維持が必要   

◇高齢化率（ 34.7％（うち独居高
齢化率は13.7％） ）が全国平均を

大きく上回っており、過疎地におけ
る交通空白地域が生じないよう住
民の足の確保が必要 

コンパクトなまちづくりのための公共交通の再編に向けた取組み～山形県小国町～ 
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 ②幹線と支線の区別を明確にした路線配置、利便性の高いダイヤ設定・乗継ぎ円滑化 

３ まちづくりと連携した交通体系の構築 

市街地におけるバス路線の改編（市街地運行路線の競合区間の解消、乗継拠点の設定、民間循環バスと市営
バスの統合）や山間部等における交通モードの転換等を行うため、公共交通の再編に向けた検討会を実施。今
後、地域公共交通網形成計画等の策定を目指している。 

（１）市街地区間 
 ①市街地運行路線の競合区間解消、②市街地循環線の統合・見直し、③市営バス（自家用有償旅客運送）路線の４条路線化 

（２）幹線系統・準幹線系統 

 ①市街地運行路線の競合区間解消、②乗継拠点の設定 

（３）中山間地 

  ①運行車両規模の適正化、②運行事業者の選択見直し、③中山間地と地域拠点とのネットワーク形成 

 

幹線・支線系統の競合区間解消に向けた路線合理化を検討 ～山形県酒田市～ 

市街地の再編のイメージ 
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幹線系統・準幹線系統
◆現行 ◆想定される再編例 ◆再編内容の要点

●市街地主要バス停留所●市街地主要バス停留所

郊
外
大
型
商
業
施
設

郊
外
大
型
商
業
施
設

酒
田
駅
前

ゆ
た
か
町

庄
交
タ
ー
ミ
ナ
ル

中
町

酒田-観音寺線（日本海総合病院行）

①市街地区域の競合

区間解消

幹線系統・準幹線系

統路線は、郊外区間と

の分割等により、市街

地競合区間を解消し、

路線合理化を図る。

②乗継拠点の設定

市街地近郊であって、

乗降客が多い日本海

総合病院等の主要バス

停留所を、幹線系統の

乗継拠点として位置づ

ける。

日
本
海
総
合
病
院

鶴岡-酒田線

酒田-余目線

酒田-湯野浜線

酒田-山寺線

●
民
間
バ
ス
路
線

※中町-酒田駅間で一部別経路となるが、中心市街地区

間をほぼ同一ルートで運行。

中
町

酒
田
駅
前

ゆ
た
か
町

庄
交
タ
ー
ミ
ナ
ル

鶴岡-酒田線（国補助路線）

酒田-余目線

酒田-湯野浜線

酒田-山寺線

酒田-観音寺線
●
民
間
バ
ス
路
線

市街地循環線・方面別支線

乗
継
拠
点
（＝
日
本
海
総
合
病
院
等
）



 

 

パーク・アンド・ライド等の実施 ～仙台都市圏～ 

③パーク・アンド・ライドの実施等、マイカーとの役割分担の明確化 

３ まちづくりと連携した交通体系の構築 
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仙台都市圏における渋滞等の緩和及び宮城県内の鉄道等利用者利便の向上のためにパーク・アンド・ライド
やパーク・アンド・バスライド等を積極的に実施。 

仙台都市圏における主なＰ＆Ｒ等実施状況 

地域 東   部 南  部 西部 北  部 

利
用
合
計
台
数 

地区名 
①多賀城駅北 
 地区 

②国府多賀城 
 駅地区 

③利府駅地区 
④東部（霞の 
 目）地区 

⑤杜せきのし  
 た地区 

⑥長町南 ⑦中山地区 
⑧富谷大清水 
 地区 

⑨泉中央駅 
 地区 

種別 Ｐ＆Ｒ Ｐ＆Ｒ Ｐ＆Ｒ Ｐ＆ＢＲ Ｐ＆Ｒ Ｐ＆Ｒ Ｐ＆ＢＲ Ｐ＆ＢＲ Ｐ＆Ｒ 

乗換公共 
交通機関 

ＪＲ仙石線 ＪＲ東北本線 ＪＲ利府線  市営バス（既存   

  ﾊﾞｽ路線） 

仙台空港 
ｱｸｾｽ鉄道 

地下鉄南北線 
 市営ﾊﾞｽ（既存  

 ﾊﾞｽ・快速ﾊﾞｽ路  
 線） 

 宮交ﾊﾞｽ（既存 

 ﾊﾞｽ路線を増便及 
 び延伸） 

地下鉄南北線 

駐車場位置 
 ＳＣ（生協多賀城 
 店）駐車場の一部 

 駅前市営駐車場 
 （無料） 

 駅前町営駐車場 
 交通局霞の目営 
 業所内駐車場 

 ＳＣ（名取ｴｱﾘ）駐 
 車場の一部 

 ＳＣ（ﾗﾗｶﾞｰﾃﾞﾝ長 
 町）駐車場の一部 

 ＳＣ（ｲｵﾝ中山店） 
 駐車場の一部 

 ＳＣ（ｲｵﾝ富谷店） 
 駐車場の一部無 
 料・駐車場内に新 
 設した始発（終点） 
 ﾊﾞｽ停を利用 

 泉区役所北側駐 
 車場・七北田公 
 園・泉図書館・ｲﾄｰ 
 ﾖｰｶ堂・ﾊﾟｰｸ335 
 （ｾﾙﾊﾞ）・泉中央駐 
 車場 

導入年度 13年度 13年度 14年度 15年度 20年度 21年度 13年度 15年度 15､16年度 
利用可能枠数 11 0 311 21 100 150 50 20 220 883 

H24.10.15現在 
9 0 287 21 21 89 4 12 197 640 

81.8% 0.0% 92.3% 100.0% 21.0% 59.3% 8.0% 60.0% 89.5% 72.5% 
利用可能枠数 11 0 311 14 100 150 50 20 220 876 

H25.11.7現在 
10 0 288 14 25 90 5 9 204 645 

90.9% 0.0% 92.6% 100.0% 25.0% 60.0% 10.0% 45.0% 92.7% 73.6% 
利用可能枠数 11 0 311 12 100 150 50 20 200 854 

H26.12.24現在 
10 0 299 12 33 86 3 9 190 642 

90.9% 0.0% 96.1% 100.0% 33.0% 57.3% 6.0% 45.0% 95.0% 75.2% 

備考 
 来年度からの予 
 約があるため空き 
 なし 

 震災の影響により 
 当面の間休止 

 H24.2.15に利用 
 可能台数297台 
 →311台に増加 

 事務所ｽﾍﾟｰｽ確 
 保のため利用可 
 能枠21台→12台 
 に減少 

        

 開発に伴いﾊﾟｰｸ 
 335（ｾﾙﾊﾞ）の利用 
 ができなることか 
 ら、220台→200台  
 に減少 

  

※１ 実施状況は、平成11年度に行った仙台都市圏における「Ｐ＆Ｒ、Ｐ＆ＢＲの交通実験」の後から本格的に導入している地区（箇所）であり、以前から駅周辺の民間駐車場を利用して鉄道や
地下鉄に乗り換えしている実態は把握していない。 

※２ 利府駅地区の町営駐車場を利用してのＰ＆Ｒについては、利用者を特定していないので、2～3ヶ月の利用実績（集計）を基に1日あたりの平均利用台数を算出している。 



 

 

 

交通モード間・事業者間の連携・協働 ４ 

• 公共交通全体の利用者を増加させるためには、マイカーの持つ「ドア・ツー・ド

ア」の利便性を、公共交通においても可能な限り実現することが必要であるが、

このためには、鉄道、バスといった交通モードや交通事業者の垣根を越えた連

携が不可欠である。 

• 同時に、赤字経営に陥っている各交通事業者は、早急に経営効率化を図ること

が必要である。 
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①交通モードを越えた連携により、ハード・ソフト両面での乗継ぎ円滑化 

②交通事業者間の連携による利便性・運行効率の向上、コストの縮減 

施策 

東北地方の課題 



①交通モードを超えた連携により、ハード・ソフト両面での乗継ぎ円滑化 

４ 交通モード間・事業者間の連携・協働 

会津鉄道観光アクセス時刻表 

(会津・野岩鉄道利用促進協議会) 

会津鉄道と沿線観光地等を結ぶバス路線との乗継
時刻や路線図等を盛込んだ二次交通マップを作成。 

【事業実績】 

・７，０００部発行 

・会津鉄道の快速列車「AIZUマウントエクスプレス」
の車内等に設置して配布することで、利用者の乗継
ぎ利便性の向上を図る。 

 

会津ぐるっとカード 

(会津カード運営協議会) 

カードの提示により利用エリア内のＪＲ線・会津
鉄道・会津バス・まちなか周遊バスハイカラさ
ん・磐梯東都バスが２日間乗り放題となるほか
、観光・宿泊施設や飲食店などの割引優待サ
ービスが受けられる。 

 

 

 

 

 

 

 

【事業目的】 

 公共交通機関の活性化を軸として、関係市
町村や観光団体等の連携によって、会津地域
の広域観光を推進し、地域の活性化を図る。 

【発売額】 

 ・おとな２，６７０円 

 ・こども１，３４０円 

【販売実績】 

 ４，２６８枚（平成２５年度） 

 

 

交通事業者との懇談会の開催 

(郡山市) 

平成２５年１２月の交通政策基本法の施行を
踏まえ、交通事業者と行政との連携・協力、
さらには乗り継ぎの円滑化など交通事業者
間の連携が重要となることから、初の試みと
して懇談会を実施。 

 

 

 

 

 

 
  

○開催日：平成２７年１月１４日 

○出席者：東日本旅客鉄道(株)仙台支社、郡 

  山駅、福島交通(株)、郡山地区ハイヤータ 

    クシー協同組合、郡山市 

○内 容 

 ・市が進める施策説明・情報共有 

 ・ICカードの相互利用の提案 

 ・無人駅からの二次交通の確保策 等 

 ※今後も開催予定。 

 

 

沿線の見どころを紹介 

二次交通の時刻表を掲載 

福島県内での交通事業者間の連携 ～会津若松市・郡山市～  

関係市町村、鉄道事業者、沿線バス事業者が連携し、二次交通マップやフリーパスを作成、乗り継ぎの円滑化
や地域の活性化を推進。また、交通事業者と行政との連携を図るため交通事業者との懇談会を開催。  
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②交通事業者間の連携による利便性・運行効率の向上、コストの縮減 

４ 交通モード間・事業者間の連携・協働 

八戸駅 八戸市中心街 

お待たせしない！ 
すぐ乗れる！ 

路線ナンバリング設定 

○等間隔運行・共同運行路線の共通時刻表・路線案内チラシ・リーフレットの制作・配布。 
 

○深夜乗合交通の利用促進を目的とした乗り場案内サイン、チラシ・リーフレットの制作・ 
  配布。 
  

○公共交通で目的地までスムーズに移動できるようなＷＥＢサイトの制作・情報発信。 
  

○公共交通路線図・情報ツールラック、乗り場案内サインの制作・設置。 
  

○路線バス案内ツールとしてのバスマップはちのへの制作・配布。 
  

○「まちパス300」企画乗車券・チラシの制作。 
  

○交通ターミナルにおける公共交通アテンダントによる乗継案内等や 
 乗務員接遇サービス向上キャンペーン、幼児・児童のバス乗り方教室、 
 コミュニケーションアンケート等のMM実施。 

平成25、26年度の取組 

約6Kmの区間を 
10分間隔のダイヤ

で共同運行 
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平成21年度より市内幹線軸等間隔共同運行（公営と民間バス事業者の連携）を実施し、利便性の向上と運行コス
トの削減を実現。平成26年度の地域協働推進事業（国交省補助）を活用し利用促進を実施。 

市内幹線軸等間隔共同運行等の取組 ～青森県八戸市～  



 

 

 住民との協働による公共交通の 

活性化・再生 
５ 

• これまで、公共交通については、主に、交通事業者が交通サービスを提供し、

行政がこれを支えることで維持・確保を図ってきた。 

• しかしながら、昨今の公共交通を取り巻く環境の変化の中で、利用者のニーズ

も多様化しており、公共交通の活性化・再生は、これまでの枠組みでは解決が

難しい課題として、住民をはじめとする多様な主体が、行政とも協働しつつ、主

導的に参画することが求められている。 

①人材育成のためのシンポジウム・セミナーの開催 

②学校教育の現場で、公共交通の重要性に関する教育の実施 

③公共交通に関する活動を行う組織の育成・支援 

④「地域公共交通コンソーシアム」の創設に向けた取組 

⑤モビリティ・マネジメントによる住民全般への意識喚起や企業や商店街 

   による自主的な取組の促進 

施策 

東北地方の課題 
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①人材育成のためのシンポジウム・セミナーの開催 

５．住民との協働による公共交通体系の活性化・再生 

〈当日のプログラム〉 

 ○１ミニッツＰＲ（各出展団体から１分間のＰＲタイム） 

 ○コアタイム  （各ブースで出展者がポスターを用いて取組内容を説明。前半・後半  

          に分かれ、聴き手側からの質問･意見、仕事人等からのアドバイス等 

          を行うためのコミュニケーションタイム） 

 ○仕事人の時間 （地域公共交通東北仕事人による「これいいね！のポイント付与＆コ 

          メント」を発表） 

 ○閉会後、交流会を開催 

 

 

コアタイムの状況；福島大学 吉田ゼミのブース 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出展団体・主な出展テーマ 

会場の様子 
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おでかけ交通博2015in福島を開催（平成27年2月20日） ～東北運輸局～  

○地方自治体 

 八戸市(青森)：地域公共交通の戦略的ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ 

 三沢市(青森)：ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽの利用促進 

 横手市(秋田)：市内循環ﾊﾞｽ・ﾃﾞﾏﾝﾄﾞ交通の利用促進 

 仙台市(宮城)：地下鉄東西線、市ﾊﾞｽ再編等の取組み 

 小国町(山形)：中山間部の公共交通再編に向けた取組み 

 大田原市(栃木)：事業者路線と自家用有償運送の一体的再構築 

 足利市(栃木)：市内路線網の再編で利用者増に繋げる取組み   

○事業者等 

 フタバタクシー(仙台)：子育て応援ﾀｸｼｰ、介護ﾀｸｼｰ 

 ＩＴＳアライアンス(名古屋)：ﾊﾞｽ接近ｼｽﾃﾑ「あしあとランプ」 

 

○ＮＰＯ、学生、個人等 

 青い森WEB工房(青森)：ﾊﾞｽ検索ｼｽﾃﾑの開発 

 いわて地域づくり支援センター(岩手)：地域公共交通ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞｰの取組み 

 ＤＭＶ推進協議会(山形)：DMV導入を目指す山形県内の取組み 

 大郷明治交通サービス運営協議会(山形)：地元住民･NPOと事業者･行政の 

                    連携 

 金川町・田園町ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ運営協議会(福島)：地域住民･事業者・行政の 

                      連携 

 弘前大学H･O･Tmanagers(青森)：大学生による弘前の公共交通情報発信 

 福島大学人文社会学群経済経営学類吉田ゼミ(福島) 

    ：ふくしまデスティネーションキャンペーン（本年4～6月） 

     を見据え、福島県内の温泉地に関わる着地型旅行やｲﾍﾞﾝﾄ、 

     企画乗車券、まちあるきﾂｰﾙを学生の目線で提案（6ﾁｰﾑ） 

○開催地：福島市 

○出展団体：１６団体・２２ブース 

○参加者：約１５０名 

  

東北運輸局と福島大学の共催により、「おでかけ交通博2015in福島」を開催。地域公共交通の確保・維持・改善や交
通まちづくりなどを頑張っている方々が集い、ポスターセッションを通じて相互に取組内容を発表。成果や悩みを共有
することで、人的ネットワークを構築するとともに、聴講者と一緒に地域の「おでかけの足」のあり方を考えるきっかけ
となった。 



 

 

小学校向け『バスの乗り方教室』の実施 ～福島県 郡山市～ 

②学校教育の現場で、公共交通の重要性に関する教育の実施 

５ 住民との協働による公共交通の活性化・再生 

公共交通の大切さ等の意識醸成を目的として、福島県郡山市の小学校を対象とした｢交通環境学習･バスの乗り方
教室｣を実施。児童が「バスの必要性」を学ぶほか、最寄りバス停の場所の確認やバスの乗り方を実体験。 

◆取組みの実績 

H25年度 

・福島県福島市立鳥川小学校（4年生：60名） 

・宮城県富谷町立富谷小学校（4年生：93名） 

                       計153名 

H26年度 

・福島県郡山市立開成小学校（4年生：88名） 

・青森県弘前市立高杉小学校（4年生：30名） 

・青森県弘前市立三和・新和・小友小学校 

            （３校合同 4年生：34名） 

・青森県三沢市立古間木小学校 （3年生：22名） 

・宮城県富谷町立富谷小学校（2年生：98名） 

                       計272名 

 

郡山市立開成小学校での実施内容 

【場 所】開成小学校 ※・福島交通の協力により、路線バス３台を使用して実車体験 

                ・学校と営業所間を、中心街を経由して往復。バス路線を見学 

【対 象】４年生（８８名） 

【日 時】平成２６年７月２日（水） 

【内 容】 

 ◆出前授業（説明者：交通環境部環境課） 

  ①地球温暖化の話 

  ②乗り物からの二酸化炭素（C02）の排出量 

   ～マイカーから日本全体の1割を排出～ 

  ③地球温暖化と交通の関係 

  ④環境と人にやさしいバスの利用 

  ⑤バスの乗り方 

 ◆乗車体験（往復：福島交通郡山支社 

                 ↔中心街↔ 小学校） 

  ①乗車の際に乗り方を確認 

  ②車いす体験 

  ③死角体験 

  ④バス事業者の安全対策説明 

   ～点呼等見学～ 

  ⑤高速バス見学 

  

座学の様子 

車いすで乗車体験 整理券を取って乗車 整理券とお金を入れて降車 
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金川町・田園町住民コミュニティバスの運行とその支援～福島県会津若松市～ 

③公共交通に関する活動を行う組織の育成・支援 

５ 住民との協働による公共交通の活性化・再生 

交通空白地域において、将来にわたり持続可能な公共交通の確保・維持を図るため、地区の特性・実情を熟
知する地域住民が組織する運営協議会が主体となり、路線バスを運行。 運営協議会では、自治体や交通事
業者と連携し、運行内容の検討や利用促進活動等の取組みを推進 。 

三者協働による金川町・田園町住民コミュニティバスの運行（住民・事業者・市) 

【事 業 目 的】金川町・田園町の交通弱者の買物、通院、社会活動等の生活交通の確保 

【事業の効果】・既存路線バスとの連携によるバスネットワーク全体の活性化 

         ・他の公共交通空白地域での交通システム導入検討の推進 

         ・高齢者の外出機会増加による買物弱者支援、健康増進 

         ・バス乗合や利用促進活動を通じた地域での声かけ・見守り機能の向上 

         ・バスの運行を通じた地域と事業者・行政との連携・協働の推進 

【事 業 内 容】・住民が組織する運営協議会が主体となり、交通事業者に委託し運行 

                    ・金川町・田園町町内会と神明通り、竹田病院間の運行（約４.３km) 

                    ・週４日、１日３便の運行 

                    ・運賃は１回乗車 大人３００円／小人１５０円  １ヶ月会員券（２，５００円） 

【運行の枠組】                                                             

                                       

利
用
促
進
活
動
や
運
行
費
用
へ
支
援 

公共交通利用促進活動助成金 

(会津若松市地域公共交通会議) 

利用促進に取組む町内会などを支援 

【対象事業】 

・バスの利用促進を呼び掛けるチラシの作成・ 

 配布 

・直接・間接的に利用促進につながるようなイ 

 ベントの実施 

【助成金額】 

・町内会などの地域団体＝10万円を限度に対 

 象経費の全額 

・交通事業者＝10万円を限度に対象経費の2 

 分の1 

 

 

【利用促進の取組】 

・リーフレットの作成・配布 

・愛称募集事業（「さわやか号」と命名) 

・「さわやか号だより」の毎月発行・全世  

 帯配布 

・のぼり旗の作成 

【運行実績】 

H26.11.4～H27.2.26(4ヶ月) 

一日当り利用者数１７.７人 

＜参考＞実証実験運行時 

 H23.7.20～H24.3.31 ４.１人 

 H24. 4. 1～H24.7.19 ７.９人 

金川町・田園町住民コミュニティバス 

運行事業費補助金 (市) 

・運営協議会は、あらかじめ費用の20％に当た  

 る額を基準運行収入と定めて、実際の運賃収 

 入が基準運行収入に満たない場合は、その 

 不足分について負担する仕組み。 

・費用と運賃収入の差額に対し補助。 

 

 

地域公共交通確保維持改善事業 

（地域内フィーダー系統補助金）(国) 

・地域公共交通会議に対して欠損額の
1/2を補助。 
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地域公共交通に対する熱意とノウハウを有した学識者、ＮＰＯ、自治体職員等の人材
のネットワークをつくり、それぞれがアイディアを出し合い、お互いの情報を共有す
るとともに、広く地域に発信する。 

「地域公共交通東北仕事人」制度 

目  的 

 

 

①人材のデータベース構築（人材バンク機能） 
 ・連絡先、専門とする分野、取り組み事例等をデータベース化し、東北運輸局ＨＰで 
  公表  
②人材間の情報共有 
 ・年１～２回、全仕事人が一堂に会する意見交換会を開催 
 （各種取り組みについて意見交換、基調報告・事例紹介等を予定） 
 ・各仕事人のメーリングリストを作成し、国の施策の最新情報や各地域における公共 
  交通活性化の取り組み情報等を提供  
③各事例と仕事人とのマッチング・人材派遣、情報発信 
 ・自治体やNPO等のセミナーで積極的に講師として活用 
 ・自治体職員等向けの相談会・交流会の開催 
 ・情報発信（メールマガジン）に各仕事人のコラムを記載 

役割・活動内容 

 ④「地域公共交通コンソーシアム」創設に向けた取組 

若菜仕事人・山形セミナー 第１回仕事人会議の様子 

  

地域公共交通を確保・維持・改善するためには、各地域において、自治体、国、交通
事業者、ＮＰＯ、住民に、学識経験者を加えた関係者が、連携・協働の下、知見を高
め、互いに知恵を出し合うことが不可欠。 
 

東北運輸局では、平成26年3月に「地域公共交通東北仕事人」制度を創設。地域公共交通に対する熱意と
ノウハウを有した学識者、ＮＰＯ、自治体職員等の人材を「地域公共交通東北仕事人」として組織化し、
各自治体等の取組みへのマッチング、地域公共交通東北仕事人会議の開催、情報発信（地域公共交通東北
仕事人メールマガジンの配信）等を実施。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．住民との協働による公共交通体系の活性化・再生 

 

元田・徳永・吉田仕事人 
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区分 お名前 所属

学識者 元田 良孝 岩手県立大学総合政策学部 教授

学識者 北原 啓司 弘前大学大学院 地域社会研究科 研究科長

学識者 奥村 誠 東北大学 災害科学国際研究所 教授

学識者 徳永 幸之 宮城大学 事業構想学部 教授

学識者 堀井 雅史 日本大学 工学部（郡山市） 教授

学識者 芥川 一則 福島工業高等専門学校 教授

学識者 吉田 樹 福島大学 経済経営学類 准教授

学識者 宇佐美 誠史 岩手県立大学 総合政策学部 助教

ＮＰＯ 若菜 千穂
特定非営利活動法人

いわて地域づくり支援センター

ＮＰＯ 伊地知 恭祐 特定非営利活動法人まちもびデザイン

個人 鈴木 文彦 交通ジャーナリスト

自治体 八戸市 都市整備部 都市政策課 交通政策グループ

自治体 工藤 光幸 岩手県 田野畑村 政策推進課

自治体 西村 泰弘 岩手県 宮古市 総務企画部 企画課

事業者 福地 順 弘南バス 株式会社

事業者 奥山 武信 宮城交通 株式会社

学生団体 大野 悠貴 弘前大学学生団体 Ｈ・Ｏ・ＴＭａｎａｇｅｒｓ

学識者 日野 智 秋田大学大学院 工学資源学研究科 准教授

学識者 熊井 大 交通エコロジー・モビリティ財団

地域公共交通東北仕事人リスト 

マッチング例 

・ 若菜仕事人 ； 山形県、山形県小国町、秋田県等を担当 

・ 吉田仕事人 ；  山形県、秋田県、福島県会津若松市、宮城県大崎市等を担当 

・ 鈴木仕事人 ； 山形県DMV推進協議会、宮城県大崎市等を担当 

                                                                                                             ほか 

 

○多くの地方自治体が抱える課題 

  交通担当職員の絶対数の不足＋地域公共交通に関するノウハウ蓄積・継続性の不足 

（※平成26年10月27日現在） 



⑤モビリティマネジメントによる住民全般への意識喚起や企業や商店街による自主的な取組の促進 

５．住民との協働による公共交通体系の活性化・再生 

②鉄道利用者限定コンサート 
 青山テルマスペシャルライブ特典付き 弘南鉄道大鰐線往復特別乗車券 

•青山テルマスペシャルライブ。弘南鉄道大鰐線へ乗車し、会場入り口 
 にて「弘南鉄道往復特別乗車券」の提示が必要。 

弘南鉄道大鰐線 

①弘前駅・中央弘前駅間実証運行 

②鉄道利用者限定コンサート 

③弘南鉄道大鰐線あじさい列車 

④弘前駅あずましろーど・城東口にぎ 

 わい創出イベント 

④弘前駅あずましろーど・城東口 

  にぎわい創出イベント 
 弘前駅など4か所を会場とし、鉄道を通 

 じた地域の活性化とふれあいを目的に 

 弘南鉄道ラッセル車の展示などを実施。 
 

弘前市と大鰐温泉を結ぶ弘南鉄道大鰐線の利用促進を目的として、モビリティマネジメントや各種イベント等を実
施し活性化を図った。一部の利用促進の取組みには、平成26年度地域協働推進事業（国交省補助）を活用。 

①弘前駅・中央弘前駅間実証運行  
 夏･秋の祭り期間、弘南鉄道大鰐線の 
 中央弘前駅とＪＲ弘前駅、弘前公園を 
 結ぶ無料循環タクシーの実証運行を実 
 施し、需要把握の調査を実施。また、 
 平成26年度地域協働推進事業を活用し、 
 市内15箇所に運行周知用の案内看板を 
 設置し利用促進を図った。 
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弘南鉄道大鰐線の利用促進の取組み～青森県弘前市・大鰐町等～ 

③弘南鉄道大鰐線あじさい列車  

 弘前市大仏公園で開催される 
 「あじさいまつり」にあわせ、 
 コンテストに応募された作品 
 （俳句･短歌･写真）を車内に 
 展示。 

 



 

 

 高速交通インフラを活用した 

交通体系の構築 
６ 

• 空港や新幹線は、東北地方と他の地方を広域的に連携させる高速交通インフ

ラであり、高速バスは、利便性が高く低運賃の交通手段として、東北地方の広

域連携に重要な役割を果たしている。 

• 人口減少、少子・高齢化が進む中で、東北地方への交流人口を増加させ、東

北地方を活性化させるために、観光振興や新たな産業育成が不可欠であり、

このような高速交通インフラの役割は大きい。 

①地域関係者一体となった空港利用促進策の推進 

②空港間や空港と新幹線駅等の連携施策の推進 

③空港、新幹線駅から目的地に至る利便性の高いアクセス交通の確保 

④高速バスの利便性の向上 

施策 

東北地方の課題 
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仙台空港利用促進事業の実施 
～仙台空港国際化利用促進協議会等～ 

①地域関係者一体となった空港利用促進策の推進 

６ 高速交通インフラを活用した交通体系の構築 

仙台空港国際化利用促進協議会（自治体，経済団体，航空会社や旅行会社など約100団体
で構成）の活動を通じて、空港利用促進策を推進。 

 

平成25年7月に「民活空港運営法」が施行され、LCCの就航拡充を含む航空
ネットワークの強化等を目指し、仙台空港の民営化が進められている。宮城県
では、 「民営化後概ね30年後に仙台空港の旅客数及び貨物取扱量を年600万
人・5万㌧にする」という目標を設定し、官民の関係者から構成される「仙台空港
600万人・5万トン実現サポーター会議」を設置。仙台空港の民営化と空港・周辺
地域の活性化に向けた機運醸成、情報発信等を行っている。 

仙台空港国際化利用促進協議会による仙台空港利用促進事業 

◆仙台空港利用プロモーションの実施（中部、大阪、福岡空港） 

◆路線ＰＲ，海外修学旅行，旅行商品造成に対する助成・補助の実施 

◆定期便の全線再開及び増便のＰＲ（グッズ，チラシ及びポスターなど） 

◆季節運航又は通年運航の早期再開等について航空会社への要望活動 

◆「ソラ行け旅フェスタ」等旅行需要喚起イベントの実施 

◆各種情報発信事業の実施（パンフレット等） 

仙台空港600万人・5万㌧実現サポーター会議 

ソ
ラ
行
け
旅
フ
ェ
ス
タ 

国際線搭乗客
対象のおもて
なし事業 

LCCの就航 
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６ 高速交通インフラを活用した交通体系の構築 

平成26年3月30日からの羽田便朝夕2往復化（15年ぶり）及び名古屋便の再開（3年半ぶり）に合わせ、山形駅
から山形空港間において定時定路線型乗合バス「山形空港シャトル」を運行。また、空港周辺市町に加えて、
蔵王温泉や尾花沢市・銀山温泉方面にも二次アクセスを拡充。 

 

山形空港における二次交通の充実～山形県～ 

空港周辺市町～山形空港 「山形空港ライナー」 

○平成26年度には、二次アクセスの更なる拡充を図るため、蔵王温泉（右 
 チラシの橙破線の箇所）と、大石田町・尾花沢市・銀山温泉方面（同緑破 
 線の箇所）に、予約型乗合タクシー「おいしい山形空港観光ライナー」や 
 定時定路線型乗合バス「おいしい山形空港観光バス」の運行を開始した。 

山形駅～山形空港 「山形空港シャトル」 

○平成26年3月30日からの就航にあわせ、5年 
 ぶりに山形空港と県内交通の結節点で 
 あるＪＲ山形駅間（右チラシの青破線の箇 
 所）のアクセスバスの運行を再開。 
○山形空港発着の全６往復（羽田2，名古屋 
 1，伊丹3）に対応し、事前予約不要の運賃 
 1,000円（税込）で利用可能。 

③空港、新幹線駅から目的地に至る利便性の高いアクセス交通の確保 

蔵王温泉・銀山温泉～山形空港 「おいしい山形空港観光バス・ライナー」 

○空港周辺の東根市・天童市・村山市・寒河江市・河北町（右チラシの赤破 
 線の箇所）～山形空港間においては、出発便や到着便のダイヤに合わせた 
 予約型乗合タクシー「山形空港ライナー」を運行。 

定時定路線型乗合バス｢山形空港シャトル｣ 
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 東北地方の特性に対応した 

交通体系の構築 
７ 

• 東北地方においては、寒冷・豪雪環境に起因する渋滞、遅延、欠航等の発生

により、利用者の公共交通離れの一因ともなりうることから、寒冷・豪雪対策を

適切に講じることは、公共交通の利便性を高め、利用者を確保していく上で不

可欠となっている。 

• また、全国よりも高い割合で高齢化が進展しており、これらへの対応も必要。 

①寒冷・豪雪環境に対応した新たな交通システム・車両の開発・普及 

②高齢化に対応した新たな車両の開発・普及、駅施設等の改善 

施策 

東北地方の課題 

24 



 

 

バスロケーションシステムを活用した利便性向上の取組み 

～青森県三沢市～ 

①寒冷・豪雪環境に対応した新たな交通システム・車両の開発・普及 

７ 東北地方の特性に対応した交通体系の構築 

積雪の影響によるバス遅延への対応及び市立病院での快適なバス待ち環境の実現を図るため、バスロ
ケーションシステムを導入 

 

■「あしあとランプ」導入によるバス待ち環境の向上 

バスの接近と発車を「まもなくマーク」と「あしあとマーク」で伝える「あしあとランプ」を 

市内の主要なバス停４ヶ所に設置したことにより、利用者がその場ですぐに知りたい 

直近のバスの状況を伝達することが可能となった。 
  

■「あしあとランプマルチ」導入による、病院施設内でのバス待ち実現 

系統毎のバスの時刻やバスの接近情報、発車情報を伝える「あしあとランプマルチ」 

を市立病院待合室に設置したことにより、病院施設内でのバス待ちを実現した。 
  

■安価な導入・維持コスト 

システムの導入及び維持が安価で可能なことから、今後も利用者の多いバス停への 

追加設置を検討している。 

 

これまで市内にはバスロケーションシステムがなく、特に冬季には積雪の影響により頻発するバスの遅延状況を利用者は把握
することができず、不便な状態であった。また、利用者が特に多い三沢市立三沢病院のバス停は、病院玄関から約５０ｍ離れて
いるうえ病院内からはバスの接近を目視できず、冬期間は厳しいバス待ち環境となることが懸念されていた。 

 

導入前の課題 

導入による効果 

25 



 

 

ノンステップバスの導入、鉄道駅のバリアフリー化 

② 高齢化に対応した新たな車両の開発・普及、駅施設等の改善 

７ 東北地方の特性に対応した交通体系の構築 

 
ノンステップバスの導入率 

H25年3月末 H26年3月末 

総車両数 4,730台 4,849台 

（うちノンステップバス） 405台 514台 

東北６県 

 全国 

東北６県 

0 

20 

40 

60 

80 

100 

青森県 秋田県 山形県 岩手県 宮城県 福島県 東北 全国 

24年度 25年度 

 
鉄道駅のバリアフリー化 

鉄道駅の段差解消率(1日3000人以上） 

ＪＲ（駅数：716） 公営（駅数：17） 民鉄（駅数：230） 合　　　　　計

段差を解消している駅 168 17 92 277

エレベーターを設置している駅 79 17 12 108

エスカレーターを設置している駅 46 17 5 68

スロープを設置している駅 126 10 62 198

視覚障害者誘導用ブロックを敷設している駅 497 17 126 640

点字による案内設備を設置している駅 26 5 15 46

点字券売機を設置している駅 261 17 30 308

障害者対応型券売機を設置している駅 261 17 22 300

障害者対応型改札口を設置している駅 268 17 33 318

運行情報提供設備を設置している駅 355 17 12 384

転落防止設備を設置している駅 445 17 51 513

東北運輸局管内の状況（平成２5年度末現在） 

（単位：％） 

※1日の利用客3,000人以上の駅が対象となり、年度により対象駅に変動がある 
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※ノンステップバス導入率は「乗合バス総車両数」から「適用除外認定車両数」を除いた数に対する割合 



 ② 高齢化に対応した新たな車両の開発・普及、駅施設等の改善 

 

７ 東北地方の特性に対応した交通体系の構築 

秋田駅西口バスターミナルは、バリアフリー基準に準拠、車いすでの通行を可能とし、地場産の秋田杉をふんだ
んに使った機能的で美観も兼ね備えたバスターミナルとして平成25年10月に完成。暴風雨対策として各バース
に風除室を設置し、降雪期等の利用者に配慮している。 
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・林産県である秋田の陸の玄関口にあって、市民・県民は勿論、観光やビジネス    

 で訪れる方々を、魅力的な秋田杉の美しい表情と香りでもてなす。 

・厳しい雪国の気候風土と耐候性に配慮して、木材を完全無公害工法（モックル 

 処理）にて防腐処理を行い耐久性を確保した大規模な屋外木造公共施設。 
 オリジナルでデザインされた杉の街灯、１６７灯連なるペンダントライトが柔らか 

 に街を照らす、夜間の光景は秋田の街の魅力を一層引き立てる。 

グッドデザイン金賞（経済産業大臣賞）、木材利用優良施設賞（林野庁
長官賞）を平成26年度受賞 



 

 

 災害に強い安全で安心な 

交通体系の構築 
８ 

• 東日本大震災は、生活・産業のみならず交通分野にも大きな影響を及ぼした。特
に太平洋沿岸の被災地域は、津波により市街地の形状が大きく変化し、今後高台
移転等により居住地が分散するおそれがあることから、交通計画の策定や見直し
にあたっては、将来の人口、産業構造等を見据え持続可能性を考慮しながら、安
全・安心な町づくりと一体となって進める必要がある。 

• 交通産業の根幹である「安心・安全」の確保の更なる徹底が必要。 

①安全・安心なまちづくりと一体となった交通計画の策定・見直し 

②災害時の応急体制・対応の明確化、補完的・多重的な交通手段の確保 

③「安全・安心」の確保の更なる徹底 

施策 

東北地方の課題 
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安全・安心なまちづくりと連携した公共交通プランの策定～岩手県宮古市～ 

①安全・安心なまちづくりと一体となった交通計画の策定・見直し 

８ 災害に強い安全で安心な交通体系の構築  

安全な場所への高台移転、公共施設の再配置などにより、まちの形が変わり、人の分布、人の流れが変
わる中で、震災復興後の新しいまちの形に合わせた「持続可能な公共交通体系」を構築するため、公共交
通のあり方の指針となる「宮古市公共交通ビジョン」を平成26年3月に策定。  

 

宮古市公共交通ビジョン施策の体系（災害・復興関係箇所） 

基本方針 

 『みんなでつくる 

  みんながつながる 公共交通』 

 ●基本方針 1 

 参画と協働による 

 「みんなでつくる」公共交通の実現 

  ●基本方針 2 

 多様な交通機関が連携し 

 「広い市域がつながる」公共交通の実現 

 ●基本方針 3 

 みんなで利用し支え 

 「次の世代につながる」公共交通の実現 

〔スローガン〕 

 

宮古市総合計画（市の最上位計画） 
都市の将来像 
 「森・川・海」とひとが共生する安らぎのまち 

公共交通の位置づけ 
 三陸沿岸地域の拠点都市としての基盤形成 

  ・持続可能な公共交通体系の構築 

  ・市民が使いやすい公共交通の確保・充実 

  ・公共交通の利用促進 

宮古市東日本大震災復興計画（関連計画） 
公共交通の位置づけ 
 都市基盤づくり ：地域の復興を支える災害に    
          強い交通網の形成 

 安全な地域づくり：災害に強い交通ネットワー      
          クの形成 

          公共交通の復旧と再生 

 

上位計画・関連計画 

 

 

    公共交通ネットワークの 
       検証と見直し 

施策の方向 

 

⑩災害時のネットワークの確保 

⑪防災集団移転等の変化への対応 

⑫拠点整備等と連携した施設整備 

取り組み項目 

 

    復興まちづくりに対応した 
    公共交通の確保 

施策４ 
 

施策３ 
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在宅難病患者災害時移送システムの構築～山形県～ 

②災害時の応急体制・対応の明確化、補完的・多重的な交通手段の確保 

８ 災害に強い安全で安心な交通体系の構築  

停電を伴う大規模災害等が発生した場合、急性期病院が重症患者で埋まり、救急車が不足する
など、搬送が必要な在宅難病患者への影響が懸念される。このような場合、あらかじめ患者と契
約を結んだタクシー会社が患者を近くの自家発電装置のある病院に運ぶというシステムに関する
協定を患者団体、支援団体、タクシー業界団体、山形県が平成26年8月に締結した。 
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○契約までの流れ 

  山形県より契約を希望する患者リストの提出を受けた 

  タクシー業界団体が、必要車種等を勘案の上、事業者 

  を調整し契約を仲立ち。 

※平成27年3月1日現在の契約状況 

 ■村山地域  患者数12名、タクシー会社8社 

 ■庄内地域  患者数4名、タクシー会社3社 

 ■置賜地域  現在調整中 

 



 ③ 「安全・安心」の確保の更なる徹底 

８ 災害に強い安全で安心な交通体系の構築  

 

 

貸切バス事業者安全性評価認定制度    

貸切バス事業者の安全性や安全の確保に向けた取組状況を評価公表することで、貸切バスの利用者や旅行会社がよ
り安全性の高い貸切バス事業者を選択しやすくするとともに、本制度の実施を通じ、貸切バス事業者の安全性の確保
に向けた意識の向上や取り組みの促進を図り、より安全な貸切バスサービスの提供に寄与することを目的とした制度。 

東北管内認定事業者数（平成26年9月19日現在） 
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モニタリング指標に係る評価結果 

指標１  東北地方における人口１人当たりの公共交通利用回数 

  
乗合バス 
（千人）   

タクシー 
（千人）    

鉄道 
（千人）   

旅客船  

（千人）   
航空 
（千人）   

計 
（千人）  

人口 
（千人）   

利用回数 

H21年度末  162,930 95,621 259,109 3,811 6,490 527,961 9,417 56 

H22年度末 
(※) 

160,233 
(※) 

91,619 
 

253,038 
(※) 

1,926 
 

6,166 
 

512,982 
(※) 

9,352 55 

H23年度末 161,376 91,171 240,100 1,828 5,204 499,679 9,242 54 

H24年度末 167,914 92,648 255,195 2,716 6,055 524,528 9,217 57 

H25年度末 170,189 89,241 263,588 2,707 6,729 532,454 9,260 58 

※乗合バス、タクシー及び旅客船の輸送人員については、東日本大震災の影響により、一部の事業者のデータが反映されていない。 

※また、人口については岩手県陸前高田市のデータは平成23年2月28日現在の人口である（住民基本台帳システム流失のため）。 

平成２１年度末現在：５６  

平成２５年度末現在：５８ 
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モニタリング指標に係る評価結果 

指標２  東北地方における地域公共交通総合連携計画策定件数 

  青森県  岩手県  宮城県  秋田県  山形県  福島県  計  

H21年度末  9 6 5 7 4 10 41 

H22年度末 10 6 5 7 5 12 45 

H23年度末 10 7 5 8 6 14 50 

H24年度末 10 7 5 8 6 14 50 

H25年度末 10 8 5 12 6 14 55 

平成２１年度末現在：４１ 

平成２５年度末現在：５５ 
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※ 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律の一部を改正する法律の施行（平成26年11月）に伴い、既存の「地域公共交 

   通総合連携計画」に代わり、「地域公共交通網形成計画」が法定計画となっている。 


